
○火薬類の容器包装の基準を定める告示 

（平成十年三月二十六日） 

（通商産業省告示第百四十九号） 

改正 平成一三年 三月二三日経済産業省告示第一九三号 

同 一五年 三月二〇日同      第 六六号 

令和 元年 七月 一日同      第 四六号 

同  六年六月二八日同      第 九五号 

火薬類取締法施行規則（昭和二十五年通商産業省令第八十八号）第五条第一項第二十号の規定に基

づき、火薬類の容器包装の基準を定める告示を次のように定めたので、告示する。 

火薬類の容器包装の基準を定める告示 

（定義） 

第一条 この告示において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

一 容器包装 容器及び火薬類を収納するために必要な構成材料 

二 組合せ容器 一以上の内装容器を外装容器に収納したもの（中間包装を含む。） 

三 複合容器 火薬類を収納するための容器を外装容器の内部に取り付けたものであって、製造さ

れた後は一体として取り扱われるもの 

四 外装容器 火薬類を収納するための容器包装を保護するための吸収材、緩衝材等の構成材料を

含む保護外装 

五 内装容器 火薬類を収納するための容器包装であって、運搬等の取扱いのために外装容器を必

要とするもの 

六 中間包装 内装容器と外装容器との間の容器包装 

七 フレキシブル中型容器 荷役用具（つり索、輪、環若しくは枠又はこれらを組み合わせたもの

をいう。）を備えたフィルム、織布その他の柔軟な素材又はこれらを組み合わせたものからなる

容器 

八 ライナー フレキシブル中型容器に挿入された筒又は袋であって、本体の主要部分を構成しな

いもの（ライナー自体の開口部の閉鎖具を含む。） 

九 許容質量 容器包装に収納することができる火薬類の質量（組合せ容器にあっては内装容器の

質量を含む。） 

（平一三経産告一九三・一部改正） 

（容器包装の技術上の基準） 

第二条 火薬類を容器包装（フレキシブル中型容器を除く。）に収納する場合の技術上の基準は、次

の各号に掲げるものとする。 

一 火薬類は、別表の火薬類の種類及び品名の欄に掲げる分類に応じ、それぞれ同表の容器包装方

法の欄に掲げる方法により収納しなければならない。 

二 容器包装は、収納する日から起算して五年以内に行った日本産業規格K四八二九（一九九八）に

規定される試験に合格した容器包装と同等以上の性能を有するものであること。 

三 容器包装は、火薬類を収納する前に、腐食、汚染その他の損傷が無いことを確認したものであ

ること。 

四 容器包装は、運搬その他の通常の取扱いによって生じる振動又は温度、湿度若しくは圧力の変

化による内容物の漏えいが起こらないものであること。 

五 容器包装は、火薬類と接触する部分が、当該火薬類と化学作用を起こさないものであることと

し、金属製の容器包装にあっては、内張り又はコーティングを施すこと。 

六 水溶性の火薬類を収納する容器包装は、防水性を有するものであること。 

七 湿性化又は希釈された火薬類を収納する容器包装は、濃度変化を起こさない密閉構造のもので

あること。 

八 継ぎ目のある金属製の容器包装は、その隙間に火薬類が侵入しない構造のものであること。 

九 プラスチック製の容器包装は、静電気が発生又は蓄積しない構造のものであること。 

十 外装容器は、釘、ステープルその他の止め具であって保護被覆されていない金属製のものが、

内側に貫通しない構造のものであること。ただし、当該止め具と火薬類とが接触しない構造の内



装容器を用いる場合にあっては、この限りでない。 

十一 外装容器は、さん、とっ手又はすべり止めを付ける等運搬に便利かつ安全な措置を講じたも

のであること。 

十二 内装容器は、運搬その他の通常の取扱いによって損傷又は緩みが生じない方法で外装容器に

収納されているものであること。 

（平一三経産告一九三・令元経産告四六・一部改正） 

（ドラムの技術上の基準） 

第三条 ドラムを外装容器として用いる場合の技術上の基準は、次の各号に掲げるものとする。 

一 天板取外し式鋼製ドラム 

イ 胴板及びチャイムの接合部は、巻締め又は溶接したものであること。 

ロ 容量が六十リットルを超える場合にあっては、胴板に二個以上の輪帯を設けたものであるこ

と。ただし、組立て型の輪帯を設ける場合にあっては、輪帯が移動しないよう点溶接以外の方

法で胴板に緊密に固定したものであること。 

ハ 閉鎖具は、運搬その他の通常の取扱いにおいて、確実に閉鎖状態を維持でき、かつ、漏えい

のない構造のものであることとし、閉鎖具がねじの場合にあっては、ねじ部に火薬類が侵入し

ない構造のものであること。 

ニ 許容質量は、百キログラムとする。 

二 天板取外し式アルミニウムドラム 

イ 胴板及び天地板は、純度九十九パーセント以上のアルミニウム又はアルミニウム合金を用い

たものであること。 

ロ 胴板及びチャイムの接合部は溶接し、チャイムの接合部がある場合にあっては、強化用くつ

輪を設けたものであること。 

ハ 容量が六十リットルを超える場合にあっては、胴板に二個以上の輪帯を設けたものであるこ

と。ただし、組立て型の輪帯を設ける場合にあっては、輪帯が移動しないよう点溶接以外の方

法で胴板に緊密に固定したものであること。 

ニ 閉鎖具は、運搬その他の通常の取扱いにおいて、確実に閉鎖状態を維持でき、かつ、漏えい

のない構造のものであることとし、閉鎖具がねじの場合にあっては、ねじ部に火薬類が侵入し

ない構造のものであること。 

ホ 許容質量は、百キログラムとする。 

三 合板ドラム 

イ 胴板は、二層以上の合板を使用し、木目方向を直交させ、耐水性接着剤を用いて接着したも

のであること。 

ロ 天地板は、三層以上の合板又はこれと同等以上の強度を有する板を使用したものであること

とし、合板を使用する場合にあっては、木目方向を直交させ、耐水性接着剤を用いて接着した

ものであること。 

ハ 粉末の火薬類を収納する場合にあっては、クラフト紙又はこれと同等以上の粉末不漏機能を

有する材料を用いた内張りを天地板に固定し、かつ、外周方向に張り出しを設けたものである

こと。 

ニ 許容質量は、五十キログラムとする。 

四 ファイバドラム 

イ 胴板は、重質紙又は硬質ファイバ板を強固に接着し、又は積層成型したものであること。 

ロ 天地板は、天然木材、硬質ファイバ板、金属、合板、プラスチック等を用いたものであるこ

と。 

ハ 運搬その他の通常の取扱いにおいて、剥離を生じない十分な耐水性を有するものであるこ

と。 

ニ 許容質量は、三十キログラムとする。 

五 天板取外し式プラスチックドラム 

イ 製造日から五年間以上経過していないものであること。 

ロ 紫外線からの保護が必要な場合にあっては、内容物と化学作用を起こすおそれがなく、か

つ、遮光機能を有するカーボンブラックその他の顔料又は遮光剤を添加したものであること。 



ハ 閉鎖具は、運搬その他の通常の取扱いにおいて、確実に閉鎖状態を維持でき、かつ、漏えい

のない構造のものであること。 

ニ 許容質量は、百キログラムとする。 

（ジェリカンの技術上の基準） 

第四条 ジェリカンを外装容器として用いる場合の技術上の基準は、次の各号に掲げるものとする。 

一 天板取外し式鋼製ジェリカン 

イ 胴板及びチャイムの接合部は、巻締め又は溶接したものであること。 

ロ 閉鎖具は、運搬その他の通常の取扱いにおいて、確実に閉鎖状態を維持でき、かつ、漏えい

のない構造のものであること。 

ハ 許容質量は、三十キログラムとする。 

二 天板取外し式プラスチックジェリカン 

イ 製造日から五年間以上経過していないものであること。 

ロ 紫外線からの保護が必要な場合にあっては、内容物と化学作用を起こすおそれがなく、か

つ、遮光機能を有するカーボンブラックその他の顔料又は遮光剤を添加したものであること。 

ハ 閉鎖具は、運搬その他の通常の取扱いにおいて、確実に閉鎖状態を維持でき、かつ、漏えい

のない構造のものであること。 

ニ 許容質量は、三十キログラムとする。 

（箱の技術上の基準） 

第五条 箱を外装容器として用いる場合の技術上の基準は、次の各号に掲げるものとする。 

一 鋼製箱又はアルミニウム箱 

イ 閉鎖具は、運搬その他の通常の取扱いにおいて、確実に閉鎖状態を維持できるものであるこ

と。 

ロ 許容質量は、百キログラムとする。 

二 普通型天然木材箱又は粉末不漏型天然木材箱 

イ 天地板は、ハードボード、パーティクルボードその他の十分な耐水性を有する再生木材を用

いることができる。 

ロ 普通型天然木材箱の部材を接合する場合にあっては、柾目継ぎ以外の接合方法を用いたもの

であることとし、接合部に高い応力が加わる場合にあっては、クリンチ、環状釘その他の締付

け具を用いたものであること。 

ハ 粉末不漏型天然木材箱は、部材に一枚板又はリンダマン継ぎ、さねはぎ継ぎ、相互はぎ継ぎ

若しくは継目ごとに二個以上の金属製波釘を打ち込んだ突き合わせ継ぎであって、接着剤を用

いた接合方法により接合されている板を用いたものであること。 

ニ 許容質量は、七十キログラムとする。 

三 合板箱 

イ ロータリーカット単板、薄切り単板又は鋸引き単板からなる三層以上の合板を使用し、耐水

性接着剤を用いて接着したものであること。 

ロ 許容質量は、五十キログラムとする。 

四 再生木材箱 

イ ハードボード、パーティクルボードその他の十分な耐水性を有する再生木材を用いたもので

あること。 

ロ 許容質量は、五十キログラムとする。 

五 ファイバ板箱 

イ 硬質ファイバ板又は単層若しくは多層の両面段ボールを用いたものであること。 

ロ 両面段ボールの中芯は、ライナーに強固に貼り合わせたものであること。 

ハ つま面は、木材その他の材料又は補強さんを用いることができる。 

ニ 組立時に割れ目、破れ又は過度の曲がりを生じないようなけい線又はスロットを施したもの

であること。 

ホ 接合部は、テープによる突き合わせ接合又は接着剤若しくはステープルによる十分な継ぎし

ろを設けた重ね接合を用いたものであること。 

ヘ 箱の封かんに接着剤又はテープを使用する場合にあっては、耐水性を有するものを用いたも



のであること。 

ト 外表面は、日本産業規格P八一四〇（一九九八）に規定されるコップ法により三十分後の質量

増加が一平方メートル当たり百五十五グラム以下の耐水性を有するものであること。 

チ 許容質量は、三十キログラムとする。 

六 発泡プラスチック箱 

イ 発泡成型による上部及び下部の二部からなり、下部には内装容器をはめ込むための凹部を設

け、上部と下部はかみ合うものであること。 

ロ 上部及び下部は、内装容器が密に嵌合し、かつ、内装容器の閉鎖具が上部の内面と接触しな

い構造のものであること。 

ハ プラスチックと化学作用を起こすおそれがなく、かつ、十分な引張り強さを有するテープ又

は閉鎖具を用いて封かんしたものであること。 

ニ 許容質量は、五十キログラムとする。 

七 硬質プラスチック箱 

イ 紫外線からの保護が必要な場合にあっては、内容物と化学作用を起こすおそれがなく、か

つ、遮光機能を有するカーボンブラックその他の顔料又は遮光剤を添加したものであること。 

ロ プラスチックと化学作用を起こすおそれがなく、かつ、十分な引張りの強さを有するテープ

又は閉鎖具を用いて封かんしたものであること。 

ハ 許容質量は、五十キログラムとする。 

（令元経産告四六・一部改正） 

（袋の技術上の基準） 

第六条 袋を外装容器として用いる場合の技術上の基準は、次の各号に掲げるものとする。 

一 内張り付きでない樹脂クロス袋、粉末不漏性の樹脂クロス袋又は防水性の樹脂クロス袋 

イ ミシン縫い又はこれと同等以上の強度を有する縫合方法を用いたものであること。 

ロ 粉末不漏性樹脂クロス袋は、内面に紙若しくはプラスチックフィルムを貼り付け、又は紙若

しくはプラスチック製の内袋を設ける等の方法を用いた粉末不漏機能を有するものであるこ

と。 

ハ 防水性樹脂クロス袋は、内面若しくは外面にプラスチックフィルムを貼り付け、又は紙製の

内袋若しくはプラスチック製の内張りを設ける等の方法を用いた防水性を有するものであるこ

と。 

ニ 許容質量は、三十キログラムとする。 

二 プラスチックフィルム袋 

イ 接合部及び閉鎖部は、運搬その他の通常の取扱いによって生じる圧力及び衝撃に耐えるもの

であること。 

ロ 許容質量は、三十キログラムとする。 

三 粉末不漏性の織布袋又は防水性の織布袋 

イ 粉末不漏性の織布袋は、内面に紙若しくはプラスチックフィルムを貼り付け、又は紙若しく

はプラスチック製の内張りを設ける等の方法を用いた粉末不漏機能を有するものであること。 

ロ 防水性の織布袋は、内面にプラスチックフィルムを貼り付け、又は紙製の内袋若しくはプラ

スチック製の内張りを設ける等の方法を用いた防水性を有するものであること。 

ハ 許容質量は、三十キログラムとする。 

四 多層で防水性の紙袋 

イ 三層以上の紙を用いたものであること。 

ロ 三層の袋の場合にあっては、最も外側の層を防水性を有する層とし、四層以上の袋の場合に

あっては、外側から二層のうちいずれかの層を防水性を有する層とし、又はその二層の間にバ

リヤー材を挿入したものであること。 

ハ 水分と反応して危険となるおそれがある火薬類又は湿性化された火薬類を収納する場合にあ

っては、最も内側の層を二重タールクラフト紙、プラスチック塗装紙その他の防水性を有する

層とし、内面にプラスチックフィルムを貼り付け、又はプラスチック製の内張りを設ける等の

方法を用いた防水性を有するものであること。 

ニ 接合部及び閉鎖部は、防水性を有するものであること。ただし、最も外側の層を防水性を有



する層とし、最も内側の層を耐油性を有する層とした五層以上の袋であって、硝安油剤爆薬の

外装容器として用いるものにあっては、この限りでない。 

ホ 許容質量は、三十キログラムとする。 

（複合容器の技術上の基準） 

第七条 複合容器の技術上の基準は、次の各号に掲げるものとする。 

一 外装容器が、鋼製ドラムの場合にあっては第三条第一号イからハまでの基準に、アルミニウム

ドラムの場合にあっては第三条第二号イからニまでの基準に、プラスチック箱の場合にあっては

第五条第七号イ及びロの基準に適合すること。 

二 外装容器は、内容器が内面に密に嵌合し、内容器を摩損するような突起物がない構造のもので

あること。 

三 内容器の閉鎖具は、運搬その他の通常の取扱いにおいて、確実に閉鎖状態を維持でき、かつ、

漏えいのない構造のものであること。 

四 許容質量は、七十五キログラムとする。 

（フレキシブル中型容器の技術上の基準） 

第八条 火薬類をフレキシブル中型容器に収納する場合の技術上の基準は、次の各号に掲げるものと

する。 

一 第二条第一号、第三号から第七号まで、第九号及び第十号の基準に適合すること。 

二 火薬類を収納する日から過去五年以内に行った日本産業規格K四八三〇（一九九九）「硝安油剤

爆薬のフレキシブル中型容器性能試験方法」による型式試験に合格した容器と同等以上の性能を

有するものであること。 

三 枠を備えたフレキシブル中型容器は、当該容器本体（附属品を含む。）が枠との接触又は摩擦

により損傷を受けるおそれがなく、かつ、常に枠内に保持された構造のものであること。 

四 本体の材質は、樹脂クロス、織布又は紙を用いること。 

五 多層で防水性の紙袋であるフレキシブル中型容器の素材は、二十四時間以上完全に水に浸した

後であっても、相対湿度六十七パーセント以下の平衡状態におかれた素材の材料試験において計

測された張力の八十五パーセント以上が保持されたものであること。 

六 縫い目が縫合、熱封、接着又はこれらの方法と同等の方法で接合され、かつ、すべての縫い目

の端が固着されたものであること。 

七 用途に応じて、紫外線の放射、気象条件又は内容物による劣化に十分に耐えるものであるこ

と。 

八 紫外線からの保護が必要な樹脂クロス袋であるフレキシブル中型容器は、内容物と化学反応を

生じるおそれがなく、かつ、遮光機能を有するカーボンブラックその他の顔料又は遮光剤を添加

した樹脂を使用すること。 

九 充てん時の高さは、幅の二倍以下であること。 

十 許容質量は、千キログラムであること。 

（平一三経産告一九三・追加、令元経産告四六・一部改正） 

（表示） 

第九条 容器包装に収納された火薬類が、別表の火薬類の種類及び品名の欄に掲げる分類に応じ、そ

れぞれ同表の危険区分及び隔離区分の欄に定める状態である場合にあっては、容器包装の外面に別

表の品名の欄に掲げる品名、UNの文字、同表の国連番号の欄に掲げる番号及び様式による標札を表

示することができる。ただし、容器包装に収納された火薬類の危険区分が一・四であって、かつ、

隔離区分がSの状態である場合にあっては、標札に代えて一・四Sの文字を表示することができる。 

２ フレキシブル中型容器には、見やすい箇所に容易に消えない方法で積重ね試験荷重（積重ねない

ように設計されているフレキシブル中型容器にあっては、０）及び最大許容荷重を表示しなければ

ならない。 

（平一三経産告一九三・旧第八条繰下・一部改正） 

附 則 

この告示は、平成十年四月一日から施行する。 

附 則 （平成一三年三月二三日経済産業省告示第一九三号） 

この告示は、公布の日から施行する。 



附 則 （平成一五年三月二〇日経済産業省告示第六六号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則 （令和元年七月一日経済産業省告示第四六号） 

この告示は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年七月一日）から施行す

る。 



別表（第２条、第８条、第９条関係） 

（平１３経産告１９３・平１５経産告６６・令元経産告４６・一部改正） 

火薬類の種類 品名 国連番号 危険区分 隔離区分 容器包装方

法 

一 火薬 イ 黒色火薬その

他硝酸塩を主と

する火薬 

黒色火薬（粒状又は粉状のも

の） 

００２７ １.１ D EP１３ 

黒色火薬（圧さくしたもの又

はペレット状のもの） 

００２８ １.１ D EP１３ 

閃光剤 ０３０５ １.３ G EP１３ 

推進薬（固体） ０４９９ １.３ C EP１４

（b） 

爆発物質（他に品名が明示さ

れているものを除く。） 

０４７７ １.３ C EP０１ 

０４７８ １.３ G 

０４７９ １.４ C 

０４８０ １.４ D 

０４８５ １.４ G 

０４８１ １.４ S 

爆発物試料（起爆薬以外のも

の） 

０１９０   EP０１ 

ロ 無煙火薬その

他硝酸エステル

を主とする火薬 

無煙火薬 ０１６０ １.１ C EP１４

（b） ０１６１ １.３ C 

パウダーケーキ（２５質量％

以上の水で湿性化したもの）

［パウダーペースト］ 

０１５９ １.３ C EP１１ 

パウダーケーキ（１７質量％

以上のアルコールで湿性化し

たもの）［パウダーペース

ト］ 

０４３３ １.１ C EP１１ 

ニトロセルロース（１８質

量％以上の可塑剤で可塑化し

たもの） 

０３４３ １.３ C EP１１ 

推進薬（固体） ０４９８ １.１ C EP１４

（b） ０４９９ １.３ C 

爆発物質（他に品名が明示さ

れているものを除く。） 

０４７７ １.３ C EP０１ 

０４７９ １.４ C 

０４８１ １.４ S 

爆発物試料（起爆薬以外のも

の） 

０１９０   EP０１ 

ハ その他イ又は

ロに掲げる火薬

と同等に推進的

爆発の用途に供

せられる火薬 

芳香族ニトロ化合物の金属塩

類（爆発性を有するもの）

（他に品名が明示されている

ものを除く。） 

０１３２ １.３ C EP１４

（b） 

推進薬（固体） ０４９８ １.１ C EP１４

（b） ０４９９ １.３ C 

推進薬（液体） ０４９７ １.１ C EP１５ 

０４９５ １.３ C 

爆発物質（他に品名が明示さ

れているものを除く。） 

０４７７ １.３ C EP０１ 

０４７９ １.４ C 



０４８１ １.４ S 

爆発物試料（起爆薬以外のも

の） 

０１９０   EP０１ 

二 爆薬 イ 雷こう、アジ

化鉛その他の起

爆薬 

雷こう（２０質量％以上の水

又はアルコールと水の混合物

で湿性化したもの） 

０１３５ １.１ A EP１０

（a）又は

EP１０

（b） 

アジ化鉛（２０質量％以上の

水又はアルコールと水の混合

物で湿性化したもの） 

０１２９ １.１ A EP１０

（a）又は

EP１０

（b） 

ジアゾジニトロフェノール

（４０質量％以上の水又はア

ルコールと水の混合物で湿性

化したもの） 

００７４ １.１ A EP１０

（a）又は

EP１０

（b） 

グアニルニトロサミノグアニ

ルテトラセン（３０質量％以

上の水又はアルコールと水の

混合物で湿性化したもの）

［テトラセン］ 

０１１４ １.１ A EP１０

（a）又は

EP１０

（b） 

スチフニン酸鉛（２０質量％

以上の水又はアルコールと水

の混合物で湿性化したもの）

［トリニトロレゾルシン鉛］ 

０１３０ １.１ A EP１０

（a）又は

EP１０

（b） 

爆発物質（他に品名が明示さ

れているものを除く。） 

０４７３ １.１ A EP０１ 

ロ 硝安爆薬、塩

素酸カリ爆薬、

カーリットその

他硝酸塩、塩素

酸塩又は過塩素

酸塩を主とする

爆薬 

閃光剤 ００９４ １.１ G EP１３ 

爆破薬B ００８２ １.１ D EP１６ 

０３３１ １.５ D EP１６又は

EP１７ 

爆破薬C ００８３ １.１ D EP１６ 

爆破薬E ０２４１ １.１ D EP１６ 

０３３２ １.５ D 

爆発物質（他に品名が明示さ

れているものを除く。） 

０４７５ １.１ D EP０１ 

０４８２ １.５ D 

爆発物試料（起爆薬以外のも

の） 

０１９０   EP０１ 

ハ ニトログリセ

リン、ニトログ

リコール及び爆

発の用途に供せ

られるその他の

硝酸エステル 

ニトログリセリン（４０質

量％以上の不揮発性で水に溶

けない鈍感剤で鈍性化したも

の） 

０１４３ １.１ D EP１５ 

ニトログリセリンのアルコー

ル溶液（濃度が１質量％を超

え１０質量％以下のアルコー

ル溶液） 

０１４４ １.１ D EP１５ 

六硝酸マンニトール（４０質

量％以上の水又は水とアルコ

ールの混合物で湿性化したも

の）［ニトロマンニット］ 

０１３３ １.１ D EP１２

（a） 



四硝酸ペンタエリスリット

（２５質量％以上の水で湿性

化したもの又は１５質量％以

上の鈍感剤で鈍性化したも

の）［ペンタエリスリットテ

トラナイトレート、ペンスリ

ット又はPETN］ 

０１５０ １.１ D EP１２

（a）又は

EP１２

（b） 

四硝酸ペンタエリスリット

（７質量％以上のワックスを

含有するもの）［ペンタエリ

スリットテトラナイトレー

ト、ペンスリット又は

PETN］ 

０４１１ １.１ D EP１２

（b）又は

EP１２

（c） 

ニトロセルロース（乾性のも

の又は２５質量％未満の水又

はアルコールで湿性化したも

の） 

０３４０ １.１ D EP１２

（a）又は

EP１２

（b） 

ニトロセルロース（改質され

ないもの又は１８質量％未満

の可塑剤で可塑化したもの） 

０３４１ １.１ D EP１２

（b） 

硝酸でん粉（乾性のもの又は

２０質量％未満の水で湿性化

したもの） 

０１４６ １.１ D EP１２ 

ジエチレングリコールジナイ

トレート（２５質量％以上の

不揮発性で水に溶けない鈍感

剤で鈍性化したもの） 

００７５ １.１ D EP１５ 

爆発物質（他に品名が明示さ

れているものを除く。） 

０４７５ １.１ D EP０１ 

０４８２ １.５ D 

爆発物試料（起爆薬以外のも

の） 

０１９０   EP０１ 

ニ ダイナマイト

その他の硝酸エ

ステルを主とす

る爆薬 

爆破薬A ００８１ １.１ D EP１６ 

爆破薬D ００８４ １.１ D EP１６ 

爆発物質（他に品名が明示さ

れているものを除く。） 

０４７５ １.１ D EP０１ 

０４８２ １.５ D 

爆発物試料（起爆薬以外のも

の） 

０１９０   EP０１ 

ホ 爆発の用途に

供せられるトリ

ニトロベンゼ

ン、トリニトロ

トルエン、ピク

リン酸、トリニ

トロクロルベン

ゼン、テトリ

ル、トリニトロ

アニソール、ヘ

キサニトロジフ

ェニルアミン、

トリニトロベンゼン（乾性の

もの又は３０質量％未満の水

で湿性化したもの） 

０２１４ １.１ D EP１２ 

トリニトロトルエン（乾性の

もの又は３０質量％未満の水

で湿性化したもの）［TNT］ 

０２０９ １.１ D EP１２ 

トリニトロフェノール（乾性

のもの又は３０質量％未満の

水で湿性化したもの）［ピク

リン酸］ 

０１５４ １.１ D EP１２ 

トリニトロクロルベンゼン

［塩化ピクリル］ 

０１５５ １.１ D EP１２

（b）又は



トリメチレント

リニトロアミ

ン、ニトロ基を

三以上含むその

他のニトロ化合

物及びこれらを

主とする爆薬 

EP１２

（c） 

トリニトロフェニルメチルニ

トラミン［テトリル］ 

０２０８ １.１ D EP１２

（b）又は

EP１２

（c） 

トリニトロアニソール ０２１３ １.１ D EP１２

（b）又は

EP１２

（c） 

ヘキサニトロジフェニルアミ

ン［ジピクリルアミン又はヘ

キシル］ 

００７９ １.１ D EP１２

（b）又は

EP１２

（c） 

トリメチレントリニトロアミ

ン（１５質量％以上の水で湿

性化したもの）［シクロナイ

ト、ヘキソーゲン又はRDX］ 

００７２ １.１ D EP１２

（a） 

トリメチレントリニトロアミ

ン（鈍性化したもの）［シク

ロナイト、ヘキソーゲン又は

RDX］ 

０４８３ １.１ D EP１２

（b）又は

EP１２

（c） 

テトラメチレンテトラニトロ

アミン（１５質量％以上の水

で湿性化したもの）［HMX

又はオクトーゲン］ 

０２２６ １.１ D EP１２

（a） 

テトラメチレンテトラニトロ

アミン（鈍性化したもの）

［HMX又はオクトーゲン］ 

０４８４ １.１ D EP１２

（b）又は

EP１２

（c） 

トリニトロレゾルシノール

（２０質量％以上の水又は水

とアルコールの混合物で湿性

化したもの）［スチフニン

酸］ 

０３９４ １.１ D EP１２

（a） 

トリニトロレゾルシノール

（乾性のもの又は２０質量％

未満の水若しくはアルコール

と水の混合物で湿性化したも

の）［スチフニン酸］ 

０２１９ １.１ D EP１２ 

トリメチレントリニトロアミ

ン［シクロナイト、ヘキソー

ゲン又はRDX］とテトラメチ

レンテトラニトロアミン

［HMX又はオクトーゲン］

の混合物（１５質量％以上の

水で湿性化したもの又は１０

質量％以上の鈍感剤で鈍性化

したもの） 

０３９１ １.１ D EP１２

（a）又は

EP１２

（b） 

ピクリン酸アンモニウム（乾 ０００４ １.１ D EP１２ 



性のもの又は１０質量％未満

の水で湿性化したもの） 

ヘキソライト（乾性のもの又

は１５質量％未満の水で湿性

化したもの）［ヘキソトー

ル］ 

０１１８ １.１ D EP１２ 

ペントライト（乾性のもの又

は１５質量％未満の水で湿性

化したもの） 

０１５１ １.１ D EP１２ 

トリニトロ安息香酸（乾性の

もの又は３０質量％未満の水

で湿性化したもの） 

０２１５ １.１ D EP１２ 

オクトライト（乾性のもの又

は１５質量％未満の水で湿性

化したもの）［オクトール］ 

０２６６ １.１ D EP１２ 

硫化ジピクリル（乾性のもの

又は１０質量％未満の水で湿

性化したもの） 

０４０１ １.１ D EP１２ 

ヘキソトナール ０３９３ １.１ D EP１２

（b） 

トリニトロアニリン［ピクラ

マイド］ 

０１５３ １.１ D EP１２

（b）又は

EP１２

（c） 

テトラニトロアニリン ０２０７ １.１ D EP１２

（b）又は

EP１２

（c） 

トリニトロメタクレゾール ０２１６ １.１ D EP１２

（b）又は

EP１２

（c） 

トリニトロナフタレン ０２１７ １.１ D EP１２

（b）又は

EP１２

（c） 

トリニトロフェネトール ０２１８ １.１ D EP１２

（b）又は

EP１２

（c） 

トリニトロベンゼンスルホン

酸 

０３８６ １.１ D EP１２

（b）又は

EP１２

（c） 

トリニトロフルオレノン ０３８７ １.１ D EP１２

（b）又は

EP１２

（c） 

トリニトロトルエン［TNT］０３８８ １.１ D EP１２



とトリニトロベンゼンの混合

物又はトリニトロトルエン

［TNT］とヘキサニトロスチ

ルベンの混合物 

（b）又は

EP１２

（c） 

トリニトロベンゼンとヘキサ

ニトロスチルベンを含有する

トリニトロトルエン〔TNT〕

の混合物 

０３８９ １.１ D EP１２

（b）又は

EP１２

（c） 

トリトナール ０３９０ １.１ D EP１２

（b）又は

EP１２

（c） 

ヘキサニトロスチルベン ０３９２ １.１ D EP１２

（b）又は

EP１２

（c） 

オクトナール ０４９６ １.１ D EP１２

（b）又は

EP１２

（c） 

爆破薬B ００８２ １.１ D EP１６ 

０３３１ １.５ D 

爆破薬D ００８４ １.１ D EP１６ 

PBXさく薬 ０４５７ １.１ D EP３０ 

０４５８ １.２ D 

０４５９ １.４ D 

０４６０ １.４ S 

爆発物質（他に品名が明示さ

れているものを除く。） 

０４７５ １.１ D EP０１ 

０４８２ １.５ D 

爆発物試料（起爆薬以外のも

の） 

０１９０   EP０１ 

ヘ その他イから

ホまでに掲げる

爆薬と同等に破

壊的爆発の用途

に供せられる爆

薬 

硝酸尿素（乾性のもの又は２

０質量％未満の水で湿性化し

たもの） 

０２２０ １.１ D EP１２ 

爆発物質（他に品名が明示さ

れているものを除く。） 

０４７４ １.１ C EP０１ 

０４７５ １.１ D 

０４７６ １.１ G 

０３５７ １.１ L 

０３５８ １.２ L 

０４７７ １.３ C 

０４７８ １.３ G 

０３５９ １.３ L 

０４７９ １.４ C 

０４８０ １.４ D 

０４８５ １.４ G 

０４８１ １.４ S 

０４８２ １.５ D 

爆発物試料（起爆薬以外のも ０１９０   EP０１ 



の） 

三 火工

品 

イ 工業雷管、電

気雷管、銃用雷

管及び信号雷管 

工業雷管（爆破用で、電気式

でないもの） 

００２９ １.１ B EP３１ 

０２６７ １.４ B 

０４５５ １.４ S 

電気雷管（爆破用のもの） ００３０ １.１ B EP３１ 

０２５５ １.４ B 

０４５６ １.４ S 

火管雷管 ０３７７ １.１ B EP３３ 

０３７８ １.４ B 

００４４ １.４ S 

信号雷管（鉄道用のもの） ０１９２ １.１ G EP３５ 

０４９２ １.３ G 

０４９３ １.４ G 

０１９３ １.４ S 

ロ 実包及び空包 無火薬弾丸付き砲用完成弾又

は小火器用弾薬 

０４１７ １.３ C EP３０ 

０３３９ １.４ C 

００１２ １.４ S 

砲用空包又は小火器用空包 ０３２７ １.３ C EP３０ 

０３３８ １.４ C 

００１４ １.４ S 

作動薬包 ０３２３ １.４ S EP３４ 

ハ 信管及び火管 信管（起爆用のもの） ０１０６ １.１ B EP４１ 

０４０８ １.１ D 

０１０７ １.２ B 

０４０９ １.２ D 

０２５７ １.４ B 

０４１０ １.４ D 

０３６７ １.４ S 

信管（点火用のもの） ０３１６ １.３ G EP４１ 

０３１７ １.４ G 

０３６８ １.４ S 

火管 ０３１９ １.３ G EP３３ 

０３２０ １.４ G 

０３７６ １.４ S 

ニ 導爆線、導火

線及び電気導火

線 

導爆線（柔軟性のもの） ００６５ １.１ D EP３９ 

０２８９ １.４ D 

導爆線（金属被覆したもの） ０２９０ １.１ D EP３９ 

０１０２ １.２ D 

導爆線（金属被覆したもの

で、効果が穏やかなもの） 

０１０４ １.４ D EP３９ 

導火線 ０１０５ １.４ S EP４０ 

点火コード ００６６ １.４ G EP４０ 

速火線 ０１０１ １.３ G EP４０ 

ホ 信号焔管及び

信号火せん 

信号具（携帯用のもの） ０１９１ １.４ G EP３５ 

０３７３ １.４ S 

遭難信号筒（船舶用のもの） ０１９４ １.１ G EP３５ 

０１９５ １.３ G 



地上用信号炎管 ０４１８ １.１ G EP３５ 

０４１９ １.２ G 

００９２ １.３ G 

航空機用信号炎管 ０４２０ １.１ G EP３５ 

０４２１ １.２ G 

００９３ １.３ G 

０４０３ １.４ G 

０４０４ １.４ S 

ヘ 煙火その他前

二号に掲げる火

薬又は爆薬を使

用した火工品 

煙火 ０３３３ １.１ G EP３５ 

０３３４ １.２ G 

０３３５ １.３ G 

０３３６ １.４ G 

０３３７ １.４ S 

ロケット（投索用のもの） ０２３８ １.２ G EP３０ 

０２４０ １.３ G 

０４５３ １.４ G 

起爆装置（爆破用で、電気式

でないもの） 

０３６０ １.１ B EP３１ 

０３６１ １.４ B 

０５００ １.４ S 

ケーブル切断具 ００７０ １.４ S EP３４ 

油井用破砕装置（雷管付きで

ないもの） 

００９９ １.１ D EP３４ 

作動装置 ０１７３ １.４ S EP３４ 

爆発リベット ０１７４ １.４ S EP３４ 

油井用薬包 ０２７７ １.３ C EP３４ 

０２７８ １.４ C 

作動薬包 ０３８１ １.２ C EP３４ 

０２７５ １.３ C 

０２７６ １.４ C 

０３２３ １.４ S 

料薬火工品 ０４２８ １.１ G EP３５ 

０４２９ １.２ G 

０４３０ １.３ G 

０４３１ １.４ G 

０４３２ １.４ S 

工業用成形爆薬（雷管付きで

ないもの） 

００５９ １.１ D EP３７ 

０４３９ １.２ D 

０４４０ １.４ D 

０４４１ １.４ S 

爆発加工装薬（雷管付きでな

いもの） 

０４４２ １.１ D EP３７ 

０４４３ １.２ D 

０４４４ １.４ D 

０４４５ １.４ S 

V字形成形爆薬（柔軟で線状

のもの） 

０２８８ １.１ D EP３８ 

０２３７ １.４ D 

導爆線（柔軟性のもの） ００６５ １.１ D EP３９ 

点火コード ００６６ １.４ G EP４０ 



速火線 ０１０１ １.３ G EP４０ 

導火線点火管（金属被覆した

もの） 

０１０３ １.４ G EP４０ 

点火管 ０１２１ １.１ G EP４２ 

０３１４ １.２ G 

０３１５ １.３ G 

０３２５ １.４ G 

０４５４ １.４ S 

導火線点火具 ０１３１ １.４ S EP４２ 

油井ジェットせん孔器（雷管

付きでないもの） 

０１２４ １.１ D EP０１ 

０４９４ １.４ D 

砲用完成弾（さく薬付きのも

の） 

０００６ １.１ E EP３０ 

０００５ １.１ F 

０３２１ １.２ E 

０００７ １.２ F 

０４１２ １.４ E 

０３４８ １.４ F 

焼い弾（さく薬筒、放出薬又

は発射薬付きのものを含

む。） 

０００９ １.２ G EP３０ 

００１０ １.３ G 

０３００ １.４ G 

発煙弾（さく薬筒、放出薬又

は発射薬付きのものを含

む。） 

００１５ １.２ G EP３０ 

００１６ １.３ G 

０３０３ １.４ G 

催涙弾（さく薬筒、放出薬又

は発射薬付きのもの） 

００１８ １.２ G EP３０ 

００１９ １.３ G 

０３０１ １.４ G 

爆弾（さく薬付きのもの） ００３４ １.１ D EP３０ 

００３３ １.１ F 

００３５ １.２ D 

０２９１ １.２ F 

閃光爆弾 ００３８ １.１ D EP３０ 

００３７ １.１ F 

００３９ １.２ G 

０２９９ １.３ G 

照明弾（さく薬筒、放出薬又

は発射薬付きのものを含

む。） 

０１７１ １.２ G EP３０ 

０２５４ １.３ G 

０２９７ １.４ G 

無火薬弾丸付き砲用完成弾 ０３２８ １.２ C EP３０ 

試験弾 ０３６３ １.４ G EP３０ 

無火薬弾丸付き砲用完成弾又

は小火器用弾薬 

０４１７ １.３ C EP３０ 

０３３９ １.４ C 

００１２ １.４ S 

演習弾 ０４８８ １.３ G EP３０ 

０３６２ １.４ G 

爆破装薬 ００４８ １.１ D EP３０ 

爆雷 ００５６ １.１ D EP３０ 

地雷又は機雷（さく薬付きの ０１３７ １.１ D EP３０ 



もの） ０１３６ １.１ F 

０１３８ １.２ D 

０２９４ １.２ F 

魚雷弾頭（さく薬付きのも

の） 

０２２１ １.１ D EP３０ 

魚雷（さく薬付きのもの） ０４５１ １.１ D EP３０ 

０３２９ １.１ E 

０３３０ １.１ F 

弾丸（さく薬付きのもの） ０１６８ １.１ D EP３０ 

０１６７ １.１ F 

０１６９ １.２ D 

０３２４ １.２ F 

０３４４ １.４ D 

弾丸（無さく薬で、さく薬筒

又は放出薬付きのもの） 

０３４６ １.２ D EP３０ 

０４２６ １.２ F 

０４３４ １.２ G 

０３４７ １.４ D 

０４２７ １.４ F 

０４３５ １.４ G 

弾丸（無さく薬で、えい光筒

付きのもの） 

０４２４ １.３ G EP３０ 

０４２５ １.４ G 

０３４５ １.４ S 

ロケット（さく薬付きのも

の） 

０１８１ １.１ E EP３０ 

０１８０ １.１ F 

０１８２ １.２ E 

０２９５ １.２ F 

ロケット（無さく薬弾頭付き

のもの） 

０１８３ １.３ C EP３０ 

ロケットモーター（固体燃料

のもの） 

０２８０ １.１ C EP３０ 

０２８１ １.２ C 

０１８６ １.３ C 

ロケット弾頭（さく薬付きの

もの） 

０２８６ １.１ D EP３０ 

０３６９ １.１ F 

０２８７ １.２ D 

ロケット弾頭（さく薬筒又は

放出薬付きのもの） 

０３７０ １.４ D EP３０ 

０３７１ １.４ F 

ロケット（放出薬付きのも

の） 

０４３６ １.２ C EP３０ 

０４３７ １.３ C 

０４３８ １.４ C 

黄リン焼い弾（さく薬筒、放

出薬又は発射薬付きのもの） 

０２４３ １.２ H EP３０ 

０２４４ １.３ H 

黄リン発煙弾（さく薬筒、放

出薬又は発射薬付きのもの） 

０２４５ １.２ H EP３０ 

０２４６ １.３ H 

砲用発射薬 ０２７９ １.１ C EP３０ 

０４１４ １.２ C 

０２４２ １.３ C 

砲用空包 ０３２６ １.１ C EP３０ 



０４１３ １.２ C 

砲用空包又は小火器用空包 ０３２７ １.３ C EP３０ 

０３３８ １.４ C 

００１４ １.４ S 

ブースター（雷管付きでない

もの） 

００４２ １.１ D EP３２ 

０２８３ １.２ D 

補助さく薬 ００６０ １.１ D EP３２ 

さく薬筒 ００４３ １.１ D EP３３ 

起爆筒（弾薬用のもの） ００７３ １.１ B EP３３ 

０３６４ １.２ B 

０３６５ １.４ B 

０３６６ １.４ S 

えい光筒（弾薬用のもの） ０２１２ １.３ G EP３３ 

０３０６ １.４ G 

雷管付きブースター ０２２５ １.１ B EP３３ 

０２６８ １.２ B 

水中発音信号具 ０３７４ １.１ D EP３４ 

０２９６ １.１ F 

０３７５ １.２ D 

０２０４ １.２ F 

閃光筒 ００４９ １.１ G EP３５ 

００５０ １.３ G 

拳銃信号弾 ００５４ １.３ G EP３５ 

０３１２ １.４ G 

０４０５ １.４ S 

発煙信号筒 ０１９６ １.１ G EP３５ 

０３１３ １.２ G 

０４８７ １.３ G 

０１９７ １.４ G 

プライマー付き薬きょう ０３７９ １.４ C EP３６ 

００５５ １.４ S 

焼尽薬きょう（プライマー付

きでないもの） 

０４４７ １.３ C EP３６ 

０４４６ １.４ C 

てき弾（さく薬付きの手りゅ

う弾又は小銃てき弾） 

０２８４ １.１ D EP４１ 

０２９２ １.１ F 

０２８５ １.２ D 

０２９３ １.２ F 

演習用てき弾（手りゅう弾又

は小銃てき弾） 

０３７２ １.２ G EP４１ 

０３１８ １.３ G 

０４５２ １.４ G 

０１１０ １.４ S 

発射薬又は推進薬 ０２７１ １.１ C EP４３ 

０４１５ １.２ C 

０２７２ １.３ C 

０４９１ １.４ C 

水中発火装置（さく薬筒、放

出薬又は発射薬付きのもの） 

０２４８ １.２ L EP４４ 

０２４９ １.３ L 



毒ガス弾（さく薬筒、放出薬

又は発射薬付きのもの） 

００２０ １.２ K EP０１ 

００２１ １.３ K 

焼い弾（液状又はゲル状）

（さく薬筒、放出薬又は発射

薬付きのもの） 

０２４７ １.３ J EP０１ 

自然性物品 ０３８０ １.２ L EP０１ 

ロケットモーター（液体燃料

のもの） 

０３９５ １.２ J EP０１ 

０３２２ １.２ L 

０３９６ １.３ J 

０２５０ １.３ L 

ロケット（液体燃料のもの）

（さく薬付きのもの） 

０３９７ １.１ J EP０１ 

０３９８ １.２ J 

可燃性液体入り爆弾（さく薬

付きのもの） 

０３９９ １.１ J EP０１ 

０４００ １.２ J 

魚雷（液体燃料付きのもの）

（さく薬付きのものを含

む。） 

０４４９ １.１ J EP０１ 

魚雷（液体燃料付きのもの）

（無火薬弾頭付きのもの） 

０４５０ １.３ J EP０１ 

火薬系列構成品（他に品名が

明示されているものを除

く。） 

０４６１ １.１ B EP０１ 

０３８２ １.２ B 

０３８３ １.４ B 

０３８４ １.４ S 

その他の火工品（他に品名が

明示されているものを除

く。） 

０４６２ １.１ C EP０１ 

０４６３ １.１ D 

０４６４ １.１ E 

０４６５ １.１ F 

０３５４ １.１ L 

０４６６ １.２ C 

０４６７ １.２ D 

０４６８ １.２ E 

０４６９ １.２ F 

０３５５ １.２ L 

０４７０ １.３ C 

０３５６ １.３ L 

０３５０ １.４ B 

０３５１ １.４ C 

０３５２ １.４ D 

０４７１ １.４ E 

０４７２ １.４ F 

０３５３ １.４ G 

０３４９ １.４ S 

その他の火工品（極度に鈍感

なもの）［EEI］ 

０４８６ １.６ N EP０１ 

備考 １ 別表中同一の品名の欄において、複数の国連番号、危険区分及び隔離区分が掲げられて

いる場合は、国連番号、危険区分及び隔離区分は、それぞれ次によるものとする。 

（１） 国連番号は、それぞれ（２）及び（３）により定められる危険区分又は隔離区分に対応

する。 



（２） 危険区分並びに隔離区分のうちN及びSは、日本産業規格K４８２８―１（１９９８）、

日本産業規格K４８２８―２（２００３）又は日本産業規格K４８２８―３（１９９８）に規定

される試験方法により判定する。 

（３） 隔離区分（N及びSを除く。）は、次の表に定めるところにより判定する。 

隔離区分 火薬類の分類 

A 起爆薬 

B 起爆薬を内蔵する火工品又は雷管、起爆装置、火管雷管その他の点火若しくは起爆のた

めに用いられる火工品であって二以上の安全装置を有しないもの 

C 火薬（黒色火薬を除く。以下この項において同じ。）又は火薬を内蔵する火工品 

D 黒色火薬、起爆薬以外の爆薬、黒色火薬若しくは起爆薬以外の爆薬を内蔵し、かつ、発

射薬若しくは推進薬を内蔵しない火工品であって点火装置若しくは起爆装置を有しないも

の又は起爆薬を内蔵する火工品であって二以上の安全装置を有するもの 

E 起爆薬以外の爆薬及び発射薬又は推進薬を内蔵する火工品（引火性の液体若しくはゲル

又は自然点火性液体を内蔵するものを除く。） 

F 起爆薬以外の爆薬を内臓する火工品であって点火装置又は起爆装置を有するもの 

G 火工物質、火工物質を内蔵する火工品又は火薬若しくは爆薬及び照明剤、焼夷剤、催涙

剤若しくは発煙剤を内蔵する火工品（水作動物品、黄リン、リン化物、自然発火性物質、

引火性の液体若しくはゲル又は自然点火性液体を内蔵するものを除く。） 

H 黄リンを内蔵する火工品 

J 引火性の液体又はゲルを内蔵する火工品 

K 毒性物質を内蔵する火工品 

L 水により作動し、又は自然点火性液体、リン化物若しくは自然発火性物質を内蔵するこ

とにより特に危険性が高い火薬類であって相互に隔離することが必要なもの 

 

備考 ２ 別表中容器包装方法の欄に掲げる記号については、次の表に定めるところによる。 

EP０１ 内装 中間包装 外装 

 

備考 

１．国連番号０１９０は、試験、分類、研究開発、品質管理又は商業用のサンプルのため

の火薬類を収納する場合に適用する。 

この場合にあっては、湿性化又は鈍性化していない火薬類は１０kg、湿性化又は鈍性化

した火薬類は２５kg以下であること。 

２．運搬その他の通常の取扱いにおいて危険がない場合にあっては、他に品名が明示され

ているものであっても国連番号０３４９から０３５９まで、０３８２から０３８４ま

で、０４６１から０４８２まで及び０４８５として取り扱うことができる。 

EP１０

（a） 

内装 中間包装 外装 

袋 

プラスチック 

織布（プラスチックで内張り又は

コーティングされているもの） 

ゴム 

ゴム引き織布 

織布 

袋 

プラスチック 

織布（プラスチックで内張り又はコーテ

ィングされているもの） 

ゴム 

ゴム引き織布 

容器 

プラスチック 

金属 

１A２ 

１H２ 

備考 

１．中間包装は、不凍溶液入りの水又は湿った緩衝材で満たすこと。 

２．外装は、不凍溶液入りの水又は湿った緩衝材で満たし、かつ、溶液が蒸発するのを防

ぐための措置を講じること。 



EP１０

（b） 

内装 中間包装 外装 

容器 

金属 

木製 

ゴム（伝導性のもの） 

プラスチック（伝導性のもの） 

袋 

ゴム（伝導性のもの） 

プラスチック（伝導性のもの） 

分割仕切り 

金属 

木製 

プラスチック 

ファイバ板 

４C２ 

４D 

４F 

備考 

国連番号００７４、０１１４、０１２９、０１３０、０１３５の場合には、 

１） １の内装には、乾燥質量で５０gを超える火薬類を収納しないこと。 

２） １の分割仕切り区画には、２以上の内装を収納しないこと。 

３） １の外装の分割仕切り区画は、２５までとすること。 

EP１１ 内装 中間包装 外装 

袋 

紙（防水性のもの） 

プラスチック 

ゴム引き織布 

シート 

プラスチック 

ゴム引き織布 

― １A２ 

１B２ 

１D 

１G 

１H２ 

４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H１ 

４H２ 

備考 

１．国連番号０１５９の外装に金属製又はプラスチック製のドラムを用いる場合には、内

装は必要としない。 

２．水溶性物質を収納する容器包装は、防水性を有するものであること。 

３．湿性化又は鈍性化した火薬類を収納する容器包装は、濃度の変化を防止するための措

置を講じること。 

EP１２

（a） 

内装 中間包装 外装 

袋 

紙（多層で防水性のもの） 

プラスチック 

織布 

ゴム引き織布 

樹脂クロス 

容器 

金属 

プラスチック 

袋 

プラスチック 

織布（プラスチックで内張り又はコーテ

ィングされているもの） 

容器 

金属 

プラスチック 

４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H１ 

４H２ 

１A２ 

１B２ 

１G 

１H２ 

備考 

１．本表は、湿性固体の火薬類を収納する場合に適用する。 

２．外装に不漏性のドラムを用いる場合には、中間包装は必要としない。 



３．国連番号００７２及び０２２６の場合には、中間包装は必要としない。 

４．国連番号０００４、０１５４、０２１９及び０３９４の容器包装には、鉛を含んだも

のを用いないこと。 

EP１２

（b） 

内装 中間包装 外装 

袋 

クラフト紙 

紙（多層で防水性のもの） 

プラスチック 

織布 

ゴム引き織布 

樹脂クロス 

袋 

プラスチック 

織布（プラスチックで内張り又はコーテ

ィングされているもの） 

５H２ 

５H３ 

５H４ 

５L２ 

５L３ 

５M２ 

４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H１ 

４H２ 

１A２ 

１B２ 

１G 

１H２ 

備考 

１．本表は、粉体以外の乾性固体の火薬類を収納する場合に適用する。 

２．国連番号０１５０以外の場合には、中間包装は必要としない。 

３．国連番号０４１１の火薬類は、乾性のものと比べ鈍感なものであること。 

４．国連番号０００４、０１５４、０２１６、０２１９及び０３８６の容器包装には、鉛

を含んだものを用いないこと。 

EP１２

（c） 

内装 中間包装 外装 

袋 

紙（多層で防水性のもの） 

プラスチック 

樹脂クロス 

容器 

ファイバ板 

金属 

プラスチック 

木製 

袋 

紙（内張り付き、多層で防水性のもの） 

プラスチック 

容器 

金属 

プラスチック 

４A 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H２ 

１A２ 

１B２ 

１G 

備考 

１．本表は、粉体の乾性固体の火薬類を収納する場合に適用する。 

２．外装に不漏性のドラムを用いる場合には、中間包装は必要としない。 

３．容器包装は、粉末不漏性を有するものであること。 

４．国連番号０４１１の火薬類は、乾性のものと比べ鈍感なものであること。 

５．国連番号０００４、０１５４、０２１６、０２１９及び０３８６の容器包装には、鉛

を含んだものを用いないこと。 

EP１３ 内装 中間包装 外装 

袋 

紙 

プラスチック 

ゴム引き織布袋 

― ４A 

４C１ 

４C２ 

４D 



容器 

ファイバ板 

金属 

プラスチック 

木製 

シート 

クラフト紙 

ワックス引き紙 

４F 

４G 

４H２ 

１A２ 

１B２ 

１G 

備考 

１．国連番号００２７の外装にドラムを用いる場合には、内装は必要としない。ただし、

金属製のドラムを用いる場合であって、火薬類と直接接触するときには、ドラムに内張

り又はコーティングを施すこと。 

２．容器包装は、粉末不漏性を有するものであること。 

３．国連番号００２８以外の場合には、内装としてシートを用いないこと。 

４．国連番号００９４及び０３０５の場合には、１の内装に５０gを超える火薬類を収納し

ないこと。 

EP１４

（b） 

内装 中間包装 外装 

袋 

クラフト紙 

プラスチック 

織布（粉末不漏性のもの） 

樹脂クロス（粉末不漏性のもの） 

容器 

ファイバ板 

金属 

紙 

プラスチック 

樹脂クロス（粉末不漏性のもの） 

― ４C１ 

４D 

４F 

４G 

１A２ 

１B２ 

１D 

１G 

１H２ 

備考 

１．国連番号０１６０及び０１６１の外装にドラムを用いる場合には、内装は必要としな

い。ただし、金属製ドラムを用いる場合には、内圧の上昇による爆発の危険を防止する

構造のものであり、火薬類と直接接触する場合にあっては、ドラムに内張り又はコーテ

ィングを施すこと。 

２．国連番号０１３２の容器包装には、鉛を含んだものを用いないこと。 

EP１５ 内装 中間包装 外装 

容器 

金属 

プラスチック 

袋 

プラスチック 

ドラム 

金属 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

１A２ 

１B２ 

１D 

１G 

備考 

１．国連番号０１４４以外の場合には、内装として金属容器を用いないこと。 

２．国連番号００７５、０１４３、０４９５及び０４９７の外装に箱を用いる場合には、

中間包装として袋を用いること。この場合、１の内装の体積は５リットル以下とし、そ

の閉鎖具にはねじを用い、その周りを内容物を吸収するのに十分な量の不燃性の緩衝吸

収材で囲み、当該内装が金属容器の場合にあっては相互に擦れ合わないような措置を講

じること。 



３．国連番号００７５、０１４３、０４９５及び０４９７の外装にドラムを用いる場合に

は、中間包装としてドラムを用いること。この場合、中間包装の周りを内容物を吸収す

るのに十分な量の不燃性の緩衝吸収材で囲むこと。なお、内装及び中間包装の代わり

に、外装用鋼製ドラム付きプラスチック内容器（６HA１）又は外装用アルミニウムドラ

ム付きプラスチック内容器（６HB１）を用いることができる。 

４．国連番号０１４４の場合には、中間包装は必要としない。 

５．国連番号０１４４以外の場合には、外装としてファイバ板箱を用いないこと。 

６．国連番号０１４４の場合には、外装として天板取り外し式アルミニウムドラムは用い

ないこと。 

EP１６ 内装 中間包装 外装 

袋 

紙（防水性及び防油性のもの） 

プラスチック 

織布（プラスチックで内張り又は

コーティングされているもの） 

樹脂クロス（粉末不漏性のもの） 

容器 

ファイバ板（防水性のもの） 

金属 

プラスチック 

木製（粉末不漏性のもの） 

シート 

防水性紙 

ワックス引き紙 

プラスチック 

― ５H１ 

５H２ 

５H３ 

５M２ 

５H４ 

５L２ 

５L３ 

４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H２ 

１A２ 

１B２ 

１G 

１H２ 

３A２ 

３H２ 

備考 

１．国連番号００８２、０２４１、０３３１及び０３３２の外装に不漏性のドラムを用い

る場合には、内装は必要としない。 

２．国連番号００８２、００８４、０２４１、０３３１及び０３３２の外装に液体を通さ

ない材質を用いる場合には、内装は必要としない。 

３．国連番号００８１の外装に硝酸エステルを通さない硬質プラスチックを用いる場合に

は、内装は必要としない。 

４．国連番号０３３１の外装に粉末不漏性若しくは防水性の樹脂クロス又はプラスチック

フィルムの袋を用いる場合には、内装は必要としない。 

５．国連番号００８１、００８３及び００８４の場合には、外装として粉末不漏性又は防

水性の樹脂クロスの袋を用いないこと。 

６．国連番号００８１の場合には、外装として袋を用いないこと。 

７．国連番号００８３の火薬類のうち、塩素酸塩を含有するものについては、硝酸アンモ

ニウムその他のアンモニウム塩を含有する火薬類から分離すること。 

EP１７ 内装 中間包装 外装 

― ― １３H２ 

１３H３ 

１３H４ 

１３L２ 

１３L３ 



１３L４ 

１３M２ 

備考 

本表は、硝安油剤爆薬を収納する場合に適用する。 

EP３０ 内装 中間包装 外装 

― ― ４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H１ 

４H２ 

１A２ 

１B２ 

１G 

１H２ 

備考 

１．大型で強力な火工品で信管のないもの又は２以上の安全装置を有する火工品は、容器

包装を必要としない。なお、発射薬を有する場合又は自ら推進する場合にあっては、点

火装置を防護する措置を施すこと。 

２．国連番号０４５７、０４５８、０４５９及び０４６０の外装に金属製の容器を用いる

場合であって、火薬類と直接接触するときには、容器に内張り又はコーティングを施す

こと。 

３．運搬その他の取扱いにおいて危険がない場合にあっては、容器包装は必要としない。 

EP３１ 内装 中間包装 外装 

袋 

紙 

プラスチック 

容器 

ファイバ板 

金属 

プラスチック 

木製 

リール 

― ４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

１A２ 

１B２ 

１G 

１H２ 

備考 

国連番号００２９、０２６７及び０４５５の場合には、内装として袋又はリールを用

いないこと。 

EP３２

（a） 

内装 中間包装 外装 

― ― ４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H２ 

EP３２

（b） 

内装 中間包装 外装 

容器 

ファイバ板 

― ４A 

４B 



金属 

プラスチック 

シート 

紙 

プラスチック 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H２ 

備考 

内装に金属容器又は外装に金属製の箱を用いる場合であって、火薬類と直接接触する

ときには、その内装又は外装に内張り又はコーティングを施すこと。 

EP３３ 内装 中間包装 外装 

容器 

ファイバ板 

金属 

プラスチック 

木製 

トレイ（仕切り付きのもの） 

ファイバ板 

プラスチック 

木製 

容器 

ファイバ板 

金属 

プラスチック 

木製 

４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H２ 

備考 

１．国連番号００４３、０２１２、０２２５、０２６８及び０３０６の場合には、内装と

してトレイを用いないこと。 

２．内装がトレイ以外の場合には、中間包装は必要としない。 

EP３４ 内装 中間包装 外装 

袋 

防水性 

容器 

ファイバ板 

金属 

プラスチック 

木製 

シート 

ファイバ板（コルゲート） 

チューブ 

ファイバ板 

― ４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H２ 

１A２ 

１B２ 

EP３５ 内装 中間包装 外装 

袋 

紙 

プラスチック 

容器 

ファイバ板 

金属 

プラスチック 

木製 

シート 

紙 

プラスチック 

― ４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H１ 

４H２ 

１A２ 

１B２ 

１G 

１H２ 

EP３６ 内装 中間包装 外装 

袋 

プラスチック 

― ４A 

４B 



織布 

箱 

ファイバ板 

プラスチック 

木製 

外装内の分割仕切り 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H２ 

１A２ 

１B２ 

１G 

１H２ 

EP３７ 内装 中間包装 外装 

袋 

プラスチック 

箱 

ファイバ板 

チューブ 

ファイバ板 

金属 

プラスチック 

外装内の分割仕切り 

― ４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

備考 

国連番号００５９、０４３９、０４４０又は０４４１の場合であって、成形爆薬を一

つずつ収納するときには、円すい形の空洞を下面とし、容器包装の上面に「この面が

上」と表示すること。また、成形爆薬を対で収納するときには、円すい形の空洞を内側

に面するようにすること。 

EP３８ 内装 中間包装 外装 

袋 

プラスチック 

― ４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H２ 

１A２ 

１B２ 

備考 

１．火薬類の端が密封されている場合には、内装は必要としない。 

２．外装に金属製の容器を用いる場合であって、火薬類と直接接触するときには、容器に

内張り又はコーティングを施すこと。 

EP３９ 内装 中間包装 外装 

袋 

プラスチック 

容器 

ファイバ板 

金属 

プラスチック 

木製 

リール 

シート 

紙 

プラスチック 

― ４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H２ 

１A２ 

１B２ 

１D 

１G 



１H２ 

備考 

１．導爆線の端は、プラグで密封する等の火薬類が漏れないような措置を施すこと。 

２．国連番号００６５及び０２８９の火薬類であってコイル巻きのものには、内装は必要

としない。 

EP４０ 内装 中間包装 外装 

袋 

プラスチック 

リール 

シート 

クラフト紙 

プラスチック 

― ４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H２ 

１A２ 

１B２ 

１G 

備考 

１．国連番号０１０５の火薬類の端が密封されている場合には、内装は必要としない。ま

た、外装に金属製の容器を用いる場合であって、火薬類と直接接触するときには、容器

に内張り又はコーティングを施すこと。 

２．国連番号０１０１の容器包装は、不漏性を有するものであること。ただし、ヒューズ

が紙により覆われ、かつ、チューブの両端がキャップで覆われている場合にあっては、

この限りでない。 

３．国連番号０１０１の場合には、外装として金属製の箱又はドラムを用いないこと。 

EP４１ 内装 中間包装 外装 

容器 

ファイバ板 

金属 

プラスチック 

木製 

トレイ（仕切り付きのもの） 

プラスチック 

木製 

外装容器内の分割仕切り 

― ４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H２ 

１A２ 

１B２ 

１G 

１H２ 

EP４２ 内装 中間包装 外装 

袋 

紙 

プラスチック 

容器 

ファイバ板 

金属 

プラスチック 

木製 

シート 

紙 

トレイ（仕切り付きのもの） 

プラスチック 

― ４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H２ 

１A２ 

１B２ 

１G 

１H２ 

EP４３ 内装 中間包装 外装 



袋 

クラフト紙 

プラスチック 

織布 

ゴム引き織布 

容器 

ファイバ板 

金属 

プラスチック 

トレイ（仕切り付きのもの） 

プラスチック 

木製 

― ４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４G 

４H２ 

１A２ 

１B２ 

１D 

１G 

１H２ 

備考 

１．内装及び外装の代わりに、外装用硬質プラスチック箱付きプラスチック容器（６HH

２）を用いることができる。 

２．金属製の容器を用いる場合には、内部圧力の上昇による爆発の危険を防止するように

組み立てたものであること。 

EP４４ 内装 中間包装 外装 

容器 

ファイバ板 

金属 

プラスチック 

外装容器の分割仕切り 

― ４A 

４B 

４C１ 

４D 

４F 

４H１ 

備考 

１．容器包装は、防水性を有するものであること。 

２．水の侵入を防止する２以上の独立した保護装置が備えられている場合には、容器包装

は必要としない。 

 

備考 ３ 備考２の表中外装の欄に掲げる記号については、次の表に定めるところによる。 

種類 材質 細分類 記号 

ドラム 鋼 天板取外し式のもの １A２ 

アルミニウム 天板取外し式のもの １B２ 

合板 ――――― １D 

ファイバ板 ――――― １G 

プラスチック 天板取外し式のもの １H２ 

ジェリカン 鋼 天板取外し式のもの ３A２ 

プラスチック 天板取外し式のもの ３H２ 

箱 鋼 ――――― ４A 

アルミニウム ――――― ４B 

天然木材 普通型 ４C１ 

粉末不漏型 ４C２ 

合板 ――――― ４D 

再生木材 ――――― ４F 

ファイバ板 ――――― ４G 

プラスチック 発泡プラスチック ４H１ 

硬質プラスチック ４H２ 

袋 樹脂クロス 内張り付きでないもの ５H１ 

粉末不漏性のもの ５H２ 



防水性のもの ５H３ 

プラスチックフィル

ム 

――――― ５H４ 

織布 粉末不漏性のもの ５L２ 

防水性のもの ５L３ 

紙 多層で防水性のもの ５M２ 

複合容器 プラスチック製内容

器のもの 

外装用鋼製ドラム付き ６HA１ 

外装用アルミニウムドラム付き ６HB１ 

外装用硬質プラスチック箱付き ６HH２ 

フレキシブル

中型容器 

樹脂クロス コーティングされたもの １３H２ 

ライナー付きのもの １３H３ 

コーティングされ、かつ、ライナー付きのもの １３H４ 

織布 コーティングされたもの １３L２ 

ライナー付きのもの １３L３ 

コーティングされ、かつ、ライナー付きのもの １３L４ 

紙 多層で防水性のもの １３M２ 

 

様式（第９条関係） 

 

 


